
遊漁船業の適正化に関する法律に基づく 不利益処分等の事務処理要綱 

 

令和４ 年３ 月２ 日 

 

第１ 章 総則 

（ 目的）  

第１ 条 こ の要綱は、 遊漁船業の適正化に関する法律（ 昭和 63 年法律第 99 号。 以下「 法」

と いう 。） の規定により 知事が行う 処分（ 以下「 処分」 と いう 。） について、 行政手続法

（ 平成 5 年法律第 88 号） 第 12 条第 1 項の規定により 処分基準を 定めるこ と により 、 そ

の適正な運用を図るこ と を 目的と する。  

 

（ 定義）  

第２ 条 こ の要綱において使用する用語の意義は、法のほか、行政手続法の定めると こ ろ に

よる。  

 

第２ 章 不利益処分等の基準 

（ 行政指導）  

第 3 条 知事は、 遊漁船業者及び遊漁船業団体（ 以下、「 遊漁船業者等」 と いう 。） が、 法若

し く は法に基づく 命令又はこ れら に基づく 処分に違反し た、 又は違反するおそれがある

場合であっ て、 法第 24 条に基づく 報告及び立入検査の結果必要と 認めら れると き は、 速

やかに改善のための措置を 講ずるよう 指導する。  

 

（ 不利益処分の適用）  

第 4 条 知事は、 前条の規定によ る行政指導によっ ても 迅速な改善のための措置がなさ れ

ない場合には、 不利益処分を 行う 。 ただし 、 次の各号のいずれかに該当する場合には、 行

政指導を 経るこ と なく 不利益処分を行う こ と ができ る。  

( 1)  行政指導による改善が期待でき ないこ と が明白である場合 

(2)  法益保護の観点から 、 改善が特に急がれる場合 

(3)  海上保安庁等の捜査により 犯罪事実が明白である場合 

 

（ 処分の内容）  

第 5 条 処分の対象と なる違反及びその処分の内容等は、 別表に定めると おり と する。  

２  業務停止命令期間は原則と し て連続し て設定する が、 当事者の営業期間が通年と さ れ

ていないこ と により 、所定事業停止日数を 連続し て設定するこ と が出来ない場合は、複数

の期間に分けて設定する。  

３  業務停止命令の始期は初日の午前 9 時、 終期は末日の午後 5 時と する。  



 

（ 違反行為の併合）  

第 6 条 不利益処分を 受けていない複数の違法行為について不利益処分を行う 場合は、 当

該違反の内容のう ち最も 重い不利益処分の内容によ る も のと し 、 その序列は重いも のか

ら 登録取消、事業停止命令、業務改善命令（ 遊漁船業団体の場合は指定の取消、改善命令）

と する。  

 

（ 事業停止命令期間の加重）  

第７ 条 事業停止命令の期間について、聴聞の結果等により 、次表の左欄のよう な事由があ

る と き には、 同表右欄のと おり に加重する こ と ができ る 。 ただし 、 加重し た後の期間が

120 日を 超える場合は、 登録の取消と する。 また、 処分日数に 1 日未満の端数が生じ る場

合は、 それを 1 日と 見なす。  

事由 加重 

違反行為を行っ た日以前 5 年間に不利益処

分を 受けていた事実があるこ と  

60 日を加算 

複数の違反行為を 行っ た者 最も 長い処分期間に、 他の違反行為に対す

る処分期間の 2 分の 1 の日数を 全て加算 

違反が計画的である こ と 、 又は違反を 承知

の上で行っ た者 

期間の 2 分の 1 の日数を加算 

違反に対する改し ゅ んの情が見ら れず、 業

務に対する改善措置が不十分であるこ と  

期間の 2 分の 1 の日数を加算 

結果が重大であり 、 社会的反響が著し く 大

き いと 認めら れるも の 

10 日を加算 

 

（ 処分内容の軽減）  

第８ 条 聴聞又は弁明の機会の付与の結果、 処分の対象と なる違反行為に酌量すべき 事情

があると 認めら れる場合は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ 、それぞれ当該各号に定

める処分に軽減するこ と ができ る。  

( 1)  登録の取り 消し の場合 120 日の事業停止命令 

(2)  事業停止命令の場合 当該事業停止命令の日数の 2 分の 1 を減じ た日数の事業停止

命令 

 

第３ 章 不利益処分の手続 

（ 適用範囲）  

第９ 条 不利益処分に係わる 手続は、 行政手続法及び沖縄県聴聞及び弁明の機会の付与の

手続に関する規則（ 平成 6 年沖縄県規則第 55 号） の規定によるも ののほか、 こ の要綱の



定めによる。  

なお、 不利益処分に係わる手続に当たっ ては、 次の（ １ ） から（ ３ ） に掲げた所属が、

それぞれ所管する市町村に営業所がある遊漁船業者について行う 。ただし（ ２ ）及び（ ３ ）

が不利益処分を実施し た場合は、 農林水産部水産課長に報告するも のと する。  

処分が行われた場合、 その内容について、 同課長から 次の（ ２ ） 及び（ ３ ） に対し て、

通知を 行う 。  

( 1)  農林水産部水産課 

(2)  農林水産部宮古農林水産振興センタ ー農林水産整備課 

(3)  農林水産部八重山農林水産振興センタ ー農林水産整備課 

 

（ 不利益処分調書の作成）  

第 10 条 知事は、 遊漁船利用者の安全の確保及び利益の保護並びに漁場の安定的な利用関

係の確保を図るため、 不利益処分を 行おう と すると き は、 不利益処分調書（ 様式第 1 号）

を 作成する。  

 

（ 意見陳述）  

第 11 条 知事は、 不利益処分を行おう と すると き は、 次の各号に定める 方法で当事者に意

見陳述の機会を設けなければなら ない。  

( 1)  次のいずれかに該当すると き は、 聴聞を行う 。  

ア 遊漁船業の登録又は遊漁船業団体の指定を 取り 消そう と すると き  

イ  知事が聴聞を 行う こ と が相当と 認める と き  

(2)  前号のいずれにも 該当し ない場合は、 弁明の機会を設ける。  

２  前項の規定にかかわら ず、 行政手続法第 13 条第 2 項に該当すると き は、 聴聞又は弁明

の機会を 設けるこ と なく 、 不利益処分を行う こ と ができ る 。  

 

（ 聴聞）  

第 12 条 行政手続法第 15 条の規定による聴聞の通知は、聴聞の日の 1 週間前の日までに、

聴聞通知書（ 様式第 2 号） の交付によ り 行わなければなら ない。  

２  遊漁船業団体指定取消に係る 聴聞の期日における審理は、 公開により 行う 。  

３  聴聞は、 営業所が所在する市町村を所管する次の各号に掲げた所属の長が主宰する 。  

なお、 聴聞が(2)及び(3)で行われた場合は、 農林水産部水産課長へ報告するも のと する。 

( 1)  農林水産部水産課 

(2)  農林水産部宮古農林水産振興センタ ー農林水産整備課 

(3)  農林水産部八重山農林水産振興センタ ー農林水産整備課   

４  行政手続法第 24 条の規定によ る調書及び報告書は様式第 3 号及び様式第 4 号によ り 作

成する。  



（ 弁明）  

第 13 条 弁明は、 弁明書の提出により 行う 。  

２  行政手続法第 29 条の規定による弁明の機会の付与の通知は、 弁明書の提出期限の 1 週

間前の日までに、 弁明通知書（ 様式第 5 号） の交付により 行わなければなら ない。  

 

（ 当事者への通知）  

第 14 条 行政手続法第 14 条の規定による不利益処分を行う 理由の通知は不利益処分通知

書（ 様式第６ -１ 、 ６ -２ 、 ６ -３ 、 ６ -４ 及び６ -５ 号） の交付により 行う 。  

 

（ 命令等の履行確認）  

第 15 条 知事は、 業務改善命令又は遊漁船団体に対する改善命令を 行っ たと き は、 改善を

命じ た事項について速やかに改善報告書（ 様式第 7-１ 及び７ -２ 号） を 提出さ せると と も

に、 現地調査等により その履行状況を 確認する。  

２  知事は、 事業停止命令を 行っ たと き は、 現地調査等により その履行状況を 確認する 。  

 

第 4 章 雑則 

（ 不利益処分事実の公表）  

第 16 条 知事は、 第 5 条に定める不利益処分を 行っ た場合は、 その事実を公表する。  

 

（ 関係機関への通知）  

第 17 条 知事は、 事業停止命令、 遊漁船業の登録の取消し 、 指定団体の取消し を行っ た場

合は、 必要に応じ 、 その処分内容について、 関係する都道府県、 海上保安庁及び警察等に

通知する。  

 

（ 不利益処分の記録）  

第 18 条 知事は、 処分記録簿（ 様式第 8 号の 1 及び 8 号の２ 号） を備え付けるも のと し 、

こ の要綱に基づく 処分を行っ たと き は、 随時記録する。  

 

附則 

（ 施行期日）  

 こ の要綱は、 令和４ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

 

 

 

 

 



別表（ 不利益処分の基準）  

N o. 違反の内容 
処分内容 

（ 日数は事業停止期間）  
該当条項 

1 名義貸禁止違反 登録取消 法 17 条第 1 項 

2 事業貸渡等禁止違反 登録取消 法 17 条第２ 項 

3 事業停止命令違反 登録取消 法 19 条第 1 項第 1 号 

4 不正手段による登録 登録取消 法 19 条第 1 項第２ 号 

5 登録拒否要件に該当 

（ 法第 6 条第 1 項第 2 号、 第

4 号～第 7 号）  

登録取消 法 19 条第 1 項第３ 号 

6 遊漁船業務主任者の選任義務

違反 

60 日 法第 12 条 

7 業務改善命令違反 60 日 法第 18 条 

8 登録拒否要件に該当 

（ 第 6 条第 1 項第 8 号及び第

9 号）  

60 日 法 19 条第 1 項第３ 号 

9 報告・ 立入検査拒否 45 日 法第 24 条第 1 項 

10 変更の届出義務違反 30 日 法第 7 条第 1 項 

11 虚偽の届出 

（ 変更・ 業務規程）  

30 日 法第 7 条第 1 項、  

法第 11 条第 1 項 

12 業務規程の届出・ 変更義務違

反 

30 日 法第 11 条第 1 項 

13 気象情報の収集等義務違反 30 日 法第 13 条 

14 遊漁船業務主任者による遂行

義務違反 

30 日 法第 12 条 

15 利用者名簿の備置義務違反 15 日 法第 14 条 

16 標識の掲示義務違反 15 日 法第 16 条第 1 項 

17 採捕制限等周知義務違反 15 日 法第 15 条 

18 その他利用者の安全・ 利益・

漁場の安定利用を 害する事実 

業務改善命令 法第 18 条 

19 改善命令違反 指定取消 法第 23 条 

20 遊漁船団体の財産の状況又は

その業務の運営に関し 改善が

必要と 認めら れると き  

改善命令 法第 22 条 

併合犯・ ・ ・ 併合犯の場合は、 重い方の処分内容に従う  



様式第 1 号（ 第 10 条関係）  

調書－１  

不 利 益 処 分 調 書 

１  違反行為者 

（ 1） 氏名又は名称  

（ ２ ） 住所又は所在地  

（ ３ ）  

事 

 

業 

 

概 

 

要 

ア 登録番号  

イ  登録年月日  

ウ 期限  

エ 事業規模  

オ 人員  

（ ４ ） 過去の不利益処分  

  年  月  日 

           報告者氏名               

 



調書－２  

２  違反事実 

（ １ ） 違反行為の概要  

（ ２ ） 違反条項  

（ ３ ） 継続性又は規模  

（ ４ ） 法令の知識及び理解  

（ ５ ） その他  

 



調書－３  

３  行政指導の経過 

指導年月日 指導内容 資料 N o. 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 



調書－４  

４  予定さ れる不利益処分の内容及び根拠条項 

（ １ ） 不利益処分の内容  

（ ２ ） 根拠条項（ 法）   

５  上記不利益処分を行う 理由 

 

 



様式第 2 号（ 第 12 条関係）  

                           第    号 

 年  月  日 

 

          殿 

 

沖 縄 県 知 事 

 

 

聴 聞 通 知 書 
 

       が行っ た遊漁船業務が下記のと おり 遊漁船業の適正化に関する

法律（ 以下「 法」 と いう 。） に違反するので、 法第 条の規定により 、 不利益処

分を行う こ と し ており ます。  

 よっ て、 行政手続法第 13 条第 1 項の規定により 、 聴聞を 行いますので、 下記

により 出席し てく ださ い。  

 

記 

 

 １  聴聞の件名 

 ２  不利益処分の内容と 根拠法令の条項 

 ３  不利益処分の原因と なる事実 

 ４  聴聞の日時      年 月 日（  ）   午前・ 午後  時  分 

 ５  聴聞の場所      

 ６  連絡・ 照会先   

 ７  その他 

（ １ ） 聴聞の日に出席し て意見を 述べ、 証拠書類又は証拠物（ 以下「 証拠書類

等」 と いう 。） を 提出でき ます。  

（ ２ ） 聴聞の日に出席する代わり に陳述書及び証拠書類等を 提出でき ます。  

（ ３ ） 聴聞が終結するまでの間、当該不利益処分の原因と なる事実を証する資

料（ 不利益処分調書） を 閲覧でき ます。  

 （ ４ ） 代理人を選任でき ます（ こ の場合、代理人選任届を 提出し てく ださ い。）  

（ ５ ） 聴聞の日に補佐人と 共に出席でき ます（ こ の場合、 補佐人選任届を 提出

すると 共に、 予め聴聞主催者の許可が必要になり ます。）  

（ ６ ） 聴聞の日に欠席し 、 かつ、 その日までに陳述書及び証拠書類等が提出さ

れないと き は、 聴聞が終結し ます。  



様式第３ 号（ 第 12 条関係）  

 

聴 聞 調 書 

１  聴聞の件名  

２  聴聞の日時及び場所  

３  主宰者の職名及び氏名  

４  聴聞の日に出席し た当事

者等の氏名及び住所 
 

５  当事者等が聴聞の日に出

席し なかっ た場合は、 その

氏名及び住所 

※当事者欠席の場合はその理由 

 

６  説明を 行っ た職員の職名

及び氏名 
 

７  職員説明の要旨  

８  当事者等の陳述の要旨 

（ 提出さ れた陳述書における

意見の陳述を含む。）  

 

９  提出さ れた証拠書類目録 

※必要に応じ て現物添付のこ と  
 

10 その他参考と なる べき 事

項 
 

               年  月  日  

 

主 宰 者 氏 名  

         （ 自署）            



様式第 4 号（ 第 12 条関係）  

沖縄県知事 殿 

 

聴 聞 報 告 書 

１  聴聞の件名  

２  聴聞の日時  

３  聴聞の場所  

４  不利益処分の原因

と な る 事実に 対す る

当事者等の主張及び

当該不利益処分がさ

れた 場合に 自己の利

益を 害さ れる こ と に

なる参加人の理由 

 

５  当事者等の主張に

理由があ る かど う か

に つ い て の主宰者の

意見 

 

上記のと おり 、 聴聞調書を添えて報告し ます。  

 

 

 年  月  日 

 

主宰者氏名 

（ 自署）  

報告者氏名 

（ 自署）  



様式第５ 号（ 第 13 条関係）  

    第     号 

     年  月  日 

 

              殿 

 

沖 縄 県 知 事   

 

  

弁 明 通 知 書 

 

     が行っ た遊漁船業務が下記のと おり 遊漁船業の適正化に関する 法律

（ 以下「 法」 と いう 。） に違反するので、 法第  条の規定により 、 不利益処分

を 行う こ と と し ており ます。  

 よっ て、行政手続法第 13 条第 1 項の規定により 、弁明の機会を 設けますので、

下記により 弁明書及び証拠書類等を 提出し てく ださ い。  

 

記 

 

 １  弁明の件名 

 

 ２  不利益処分の内容と 根拠法令の条項 

 

 ３  不利益処分の原因と なる事実 

 

 ４  弁明書の提出先 

 

 ５  提出期限       年  月  日 

 

 ６  その他 

 （ １ ） 提出期限間までの間、当該不利益処分の原因と なる事実を証する書類資

料（ 不利益処分調書） を 閲覧でき ます。  

 （ ２ ）代理人を選任でき ます。（ こ の場合、代理人選任届を 提出し てく ださ い。）  

 （ ３ ） 提出期限までに弁明書が提出さ れないと き は、弁明の機会を 放棄し たも

のと みなし ます。  



様式第 6－１ 号（ 第 14 条関係）  

    第     号 

   年  月  日 

 

              殿 

 

 

沖 縄 県 知 事    

 

 

業 務 改 善 命 令 通 知 書 

 

 沖縄  第    号の遊漁船業の登録については、 遊漁船業の適正化に関

する法律（ 以下「 法」 と いう 。） 第 18 条の規定により 、 下記の理由により 業務改

善命令と し ますので、 速やかに改善し てく ださ い。  

 

記 

 

 業務改善命令の内容 

 

 

 理   由 

 

 

 

 

 ※参考 

  こ の処分に不服のある場合は、 行政不服審査法（ 平成 26 年法律第 68 号）

第 2 条の規定により 、 こ の通知書を 受け取っ た翌日から 起算し て 3 ヶ 月以内

に沖縄県知事に対し て審査請求するこ と ができ ます。  

  また、こ の処分の取り 消し の訴えは、こ の処分があっ たこ と を知っ た日の翌

日から 起算し て 6 ヶ 月以内に、 沖縄県を 被告と し て提起し なければなり ませ

ん。 こ の場合において、 沖縄県を 代表するも のは沖縄県知事と なり ます。  

  審査請求をし た場合、こ の処分の取り 消し の訴えは、その審査請求に対する

裁決があっ たこ と を知っ た日の翌日から 起算し て 6 ヶ 月以内に提起し なけれ

ばなら ないこ と と さ れています。  



様式第 6－２ 号（ 第 14 条関係）  

    第    号 

  年  月  日 

 

              殿 

 

沖 縄 県 知 事 

 

 

事 業 停 止 命 令 通 知 書 

 

 沖縄  第    号の遊漁船業の登録については、 遊漁船業の適正化に関

する法律第 19 条第 1 項の規定により 、 下記の理由により 事業の全部（ 一部） を  

日間停止し ますので、 同条第 2 項において準用する同法第 6 条第 2 項の規定に

より 通知し ます。  

 

記 

 

 事業停止の期間     年  月  日から     年  月  日まで 

（     日間）  

 

 理    由 

 

 

 

 

 ※参考 

  こ の処分に不服のある場合は、 行政不服審査法（ 平成 26 年法律第 68 号）

第 2 条の規定により 、 こ の通知書を 受け取っ た翌日から 起算し て 3 ヶ 月以内

に沖縄県知事に対し て審査請求するこ と ができ ます。  

  また、こ の処分の取り 消し の訴えは、こ の処分があっ たこ と を知っ た日の翌

日から 起算し て 6 ヶ 月以内に、 沖縄県を 被告と し て提起し なければなり ませ

ん。 こ の場合において、 沖縄県を 代表するも のは沖縄県知事と なり ます。  

  審査請求をし た場合、こ の処分の取り 消し の訴えは、その審査請求に対する

裁決があっ たこ と を知っ た日の翌日から 起算し て 6 ヶ 月以内に提起し なけれ

ばなら ないこ と と さ れています。  



様式第 6－３ 号（ 第 14 条関係）  

 

    第     号 

  年  月  日 

 

              殿 

 

 

沖 縄 県 知 事 

 

 

登 録 取 消 通 知 書 

 

 沖縄  第    号の遊漁船業の登録については、 遊漁船業の適正化に関

する法律第 19 条第 1 項の規定により 、 下記の理由により 取り 消し たので、 同条

第 2 項において準用する同法第 6 条第 2 項の規定により 通知し ます。  

 

記 

 

 理    由 

 

 

 

 

 

 

 ※参考 

  こ の処分に不服のある場合は、 行政不服審査法（ 平成 26 年法律第 68 号）

第 2 条の規定により 、 こ の通知書を 受け取っ た翌日から 起算し て 3 ヶ 月以内

に沖縄県知事に対し て審査請求するこ と ができ ます。  

  また、こ の処分の取り 消し の訴えは、こ の処分があっ たこ と を知っ た日の翌

日から 起算し て 6 ヶ 月以内に、 沖縄県を 被告と し て提起し なければなり ませ

ん。 こ の場合において、 沖縄県を 代表するも のは沖縄県知事と なり ます。  

  審査請求をし た場合、こ の処分の取り 消し の訴えは、その審査請求に対する

裁決があっ たこ と を知っ た日の翌日から 起算し て 6 ヶ 月以内に提起し なけれ

ばなら ないこ と と さ れています。  



様式第 6－４ 号（ 第 14 条関係）  

    第     号 

   年  月  日 

 

              殿 

 

沖 縄 県 知 事    

 

 

改 善 命 令 通 知 書 

 

 貴団体については、 遊漁船業の適正化に関する法律（ 以下「 法」 と いう 。） 第

20 条の規定により 、「 遊漁船団体」 と し て指定し ていますが、 法第 22 条の規定

により 、下記の理由により 改善を 命じ ますので、速やかに改善に努めてく ださ い。 

 

記 

 

 改善命令の内容 

 

 理    由 

 

 

 

 

 

 

 ※参考 

  こ の処分に不服のある場合は、 行政不服審査法（ 平成 26 年法律第 68 号）

第 2 条の規定により 、 こ の通知書を 受け取っ た翌日から 起算し て 3 ヶ 月以内

に沖縄県知事に対し て審査請求するこ と ができ ます。  

  また、こ の処分の取り 消し の訴えは、こ の処分があっ たこ と を知っ た日の翌

日から 起算し て 6 ヶ 月以内に、 沖縄県を 被告と し て提起し なければなり ませ

ん。 こ の場合において、 沖縄県を 代表するも のは沖縄県知事と なり ます。  

  審査請求をし た場合、こ の処分の取り 消し の訴えは、その審査請求に対する

裁決があっ たこ と を知っ た日の翌日から 起算し て 6 ヶ 月以内に提起し なけれ

ばなら ないこ と と さ れています。  



様式第 6－５ 号（ 第 14 条関係）  

    第     号 

   年  月  日 

 

              殿 

 

沖 縄 県 知 事 

 

 

指 定 取 消 通 知 書 

 

 貴団体については、 遊漁船業の適正化に関する法律（ 以下「 法」 と いう 。） 第

20 条の規定により 、「 遊漁船業団体」 と し て指定し ていまし たが。 法第 23 条の

規定により 「 遊漁船業団体」 の指定を 取り 消し ます。  

なお、 取消理由は下記のと おり です。  

 

記 

 

 理    由 

 

 

 

 ※参考 

  こ の処分に不服のある場合は、 行政不服審査法（ 平成 26 年法律第 68 号）

第 2 条の規定により 、 こ の通知書を 受け取っ た翌日から 起算し て 3 ヶ 月以内

に沖縄県知事に対し て審査請求するこ と ができ ます。  

  また、こ の処分の取り 消し の訴えは、こ の処分があっ たこ と を知っ た日の翌

日から 起算し て 6 ヶ 月以内に、 沖縄県を 被告と し て提起し なければなり ませ

ん。 こ の場合において、 沖縄県を 代表するも のは沖縄県知事と なり ます。  

  審査請求をし た場合、こ の処分の取り 消し の訴えは、その審査請求に対する

裁決があっ たこ と を知っ た日の翌日から 起算し て 6 ヶ 月以内に提起し なけれ

ばなら ないこ と と さ れています。  



様式第７ －１ 号（ 第 15 条関係）  

   年  月  日 

 

 沖 縄 県 知 事  殿 

 

住 所 

 

氏 名 

 

 

業務改善報告書の提出について 

 

    年  月  日付け   第    号で通知があっ たこ と について、

下記のと おり 業務の改善を 行いまし たので、 関係書類を 添えて報告し ます。  

 

記 

 

  

 業務改善命令の内容 

 

 

 

 

 

 改 善 の 内 容 

 



様式第７ －２ 号（ 第 15 条関係）  

   年  月  日 

 

 沖 縄 県 知 事  殿 

 

住  所                

 

団 体 名 

代表者名 

 

改 善 報 告 書 の 提 出 に つ い て 

 

     年  月  日付け   第    号で通知があっ たこ と につい

て、 下記のと おり 改善を 行いまし たので、 関係書類を 添えて報告し ます。  

 

記 

 

  

 改 善 命 令 の 内 容 

 

 

 

 

 

 改 善 の 内 容 
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